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2019 年 1 月 25 日 

 

受益者のみなさま 

 

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 

 

 

 

「エネルギー関連日本株オープン〈愛称：エネルギーチャンス〉」 

繰上償還（予定）のお知らせ 
 

 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

平素は弊社の投資信託に格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。 

 

 さて、受益者さまにご投資いただいております「エネルギー関連日本株オー

プン〈愛称：エネルギーチャンス〉」は、2019 年 3 月 6 日（水）をもちまして、

繰上償還を実施させていただく予定でおります。（併せて、本件ファンドのマザ

ーファンドである「エネルギー関連日本株オープン マザーファンド」につき

ましても、2019 年 3 月 5 日（火）に繰上償還を予定いたしております。） 

 

この繰上償還につきましては、「投資信託及び投資法人に関する法律」および

当該投資信託約款の規定に従い、書面による決議を経て実施いたします。    

 

つきましては、本書面および「書面決議参考書類」をお読みいただき、繰上

償還に関する決議の賛否および必要事項を、同封の「議決権行使書面」にご記

入の上、弊社までお送りいただきますようお願い申し上げます。何卒ご理解を

賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

なお、本決議に賛成される場合は特にお手続きは不要です。（「議決権行使書

面」をご返送いただかない場合は賛成するものとみなします。） 

 

 

敬具 
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 記 

1. 繰上償還の理由 

追加型証券投資信託「エネルギー関連日本株オープン〈愛称：エネルギーチ

ャンス〉」（以下「本件ファンド」といいます。）は、2014 年 10 月 31 日に設定さ

れ、現在まで運用を行ってまいりましたが、本件ファンドの受益権の口数が、

投資信託約款に定められた信託契約の解約の基準である口数を下回っておりま

す。（約 8.5 億口（2018 年 12 月 10 日時点）） 

今後、本件ファンドの受益権口数の大幅な増加は見込み難く、効率的な運用

および商品性の維持が困難となることも懸念されます。 

弊社といたしましては、このまま運用を継続するより、繰上償還を選択する

ことが受益者さまにとって有利であると判断いたしました。 

 

2. 繰上償還にかかる書面決議の日程およびお手続き等 

（1）今後の日程 

① 「議決権行使書面」受付期限 

2019 年 2 月 19 日（火）の 

弊社到着分
．．．．．

までを有効とさせていた

だきます。 

② 書面による決議の日 

（繰上償還の可否が決定される日）
2019 年 2 月 20 日（水） 

以下では繰上償還が成立した場合についてご説明させていただきます。 

③ 申込（購入・解約）受付最終日※ 2019 年 3 月 5 日（火） 

※午後 3時まで受付可能です。 

午後 3時以降は受付不可です。 

④ 繰上償還予定日 2019 年 3 月 6 日（水） 

※販売会社によっては申込受付最終日より前に購入受付を中止する場合があります。 

 

 （2）書面決議のお手続き 

本書面による議決権の行使の権利者は、2019 年 1 月 25 日（金）時点の受

益者さま（2019 年 1 月 24 日（木）の申込締切時間までの購入申込受付者と

なります。）を対象としております。 

なお、本決議におきまして議決権を行使されない場合（「議決権行使書面」

をご返送いただかない場合）は賛成するものとみなします。 

 

（3）繰上償還の実施 

本決議は、議決権を行使することができる受益者さまの議決権の 3分の 2

以上の賛成をもって可決されます。その場合、予定どおり 2019 年 3 月 6 日

（水）をもって本件ファンドを繰上償還いたします。償還金は繰上償還後、

速やかにお取引の販売会社よりお支払いする予定です。詳しくは、お取引

の販売会社にご確認ください。 

また、上記の議決権口数による賛成を得られず本決議が否決された場合

は、本件ファンドの繰上償還は行いません。この場合、上表③、④の対応

は行わず、従前どおりの運用を継続し、その旨を本決議後、速やかに受益

者さまにお知らせいたします。 
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（4）反対受益者さまの買取請求について 

   本件ファンドでは、投資信託約款の規定に基づき、換金をご希望する反

対受益者さまには解約の方法をとっていただくこととし、買取請求にはよ

らないことといたします。 

 

（5）繰上償還決定から償還までの運用について 

  当該償還の日までの運用におきましては、繰上償還（信託終了）に向け

て、組入資産の売却を行い資金化をはかってまいります。繰上償還決定か

ら償還まで基準価額は変動いたしますが、売却完了後は、基準価額は投資

対象資産の変動を反映しなくなりますので、ご留意ください。 

 

3. 書面決議の方法 

本状に同封いたしました「議決権行使書面」は、2019 年 2 月 19 日(火)弊社到
．．．

着分
．．

までを有効とさせていただきますので、本件ファンドの繰上償還について

賛成または反対される旨等をご記入の上、受益者さまには余裕をもってご郵送

くださるようお願いいたします。 

 なお、本決議におきまして議決権を行使されない場合（「議決権行使書面」を

ご返送いただかない場合）は賛成するものとみなします。 

 

【宛先】 

〒100-0006 東京都千代田区有楽町１-12-１  

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 商品マーケティング企画部 繰上償還担当宛 

 

【ご注意事項】 

同一の受益者さまが、重複して議決権を行使された場合で、議決権の行使

の内容が異なるときは、すべての議決権に関して無効とさせていただきます

のでご了承ください。 

議案についての賛否を記載する欄に記載がない「議決権行使書面」をご提

出された場合は、賛成するものとみなします。 

 

※ この「議決権行使書面」にて知り得た個人情報は、「投資信託及び投資法

人に関する法律」第 17 条および第 20 条に規定する書面による決議を行

うために利用し、他の目的には使用いたしません。また、取得した個人

情報は委託会社（弊社）および販売会社において共有いたします。 

 

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 

このお知らせに関するお問い合わせ先 

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 お客さま専用フリーダイヤル 0120-548066 
【受付時間／9：00～17：00（土・日・祝日・12 月 31 日～1月 3日を除く）】 
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※書面決議の結果は弊社ホームページでご確認

　いただけます。

受益者さま

繰上償還に賛成の場合 繰上償還に反対の場合

書面決議にて賛成の意思表示 書面決議にて反対の意思表示

※2019年1月25日時点の

受益者さま

「議決権行使書面」受付期限
2019年2月19日（火）まで

議決権数の集計

繰上償還の成立／不成立を書面による議決権行使の

受益権の口数を集計することにより判定いたします。

賛成が議決権を行使することができる
受益者さまの議決権の3分の2以上
の場合

賛成が議決権を行使することができる
受益者さまの議決権の3分の2未満
の場合

繰上償還は実施しません繰上償還を実施します

この場合、従前どおりの運用を継続し、その旨を

本決議後、速やかに受益者さまにお知らせいたします。
繰上償還日（2019年3月6日)まで保有された

受益者さまには、原則として繰上償還日から起算

して5営業日までに、販売会社を通じて償還金の

お支払いを開始いたします。
詳しくは、お取引の販売会社にご確認ください。

※反対受益者さまの買取請求について
本件ファンドでは、投資信託約款の規定に基づき、換金をご希望する反対受益者さまには解約の方法をとっていただく
こととし、買取請求にはよらないことといたします。

「書面決議」手続きの流れ

書面による決議の日

（繰上償還実施可否決定）

2019年2月20日（水）

※賛成される場合は特にお手続きは

不要です。（「議決権行使書面」を

ご返送いただかない場合は賛成する

ものとみなします。）

※「議決権行使書面」に反対される旨を

記載いただき、弊社宛にご郵送ください。

【ご注意事項】

同一の受益者さまが、重複して議決権を行使された場合で、議決権の行使の内容が異なるときは、すべて

の議決権に関して無効とさせていただきますのでご了承ください。
議案についての賛否を記載する欄に記載がない「議決権行使書面」をご提出された場合は、賛成するもの
とみなします。

参考 
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書面決議参考書類 
 

１． 投資信託契約の解約の理由および相当性に関する事項 
追加型証券投資信託「エネルギー関連日本株オープン（愛称：エネル

ギーチャンス）」は、2014 年 10 月 31 日に設定され、現在まで運用を行

ってまいりましたが、本件ファンドの受益権の口数が、投資信託約款に

定められた信託契約の解約の基準である 10 億口を下回っております。

（約 8.5 億口（2018 年 12 月 10 日時点）） 

弊社といたしましては、このまま運用を継続するより、繰上償還を選

択することが受益者さまにとって有利であると判断いたしました。 

 

２． 投資信託契約の解約がその効力を生ずる日 
2019 年 3 月 6 日 

 
３． 投資信託契約の解約の中止に関する条件を定めるときは、その条件 

特にございません。 
 
４． 投資信託契約の解約に関する事項について受益者の不利益となる事実 

特にございません。 
 
５． 直近に作成された財産状況開示資料等 

「財務諸表」をご覧下さい。 
   
６． 財産状況開示資料等を作成した後に、重要な投資信託財産に属する財産

の処分、重大な信託財産責任負担債務の負担その他の投資信託財産の状

況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 
特にございません。 

以 上 
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財務諸表 

【エネルギー関連日本株オープン】 

１.貸借対照表 

（単位：円）

 
第 3 期 

［2017 年 10 月 25 日現在 ］

第 4 期 

［ 2018 年 10 月 25 日現在 ］

資産の部 

流動資産 

コール・ローン 55,972,600 11,174,524

親投資信託受益証券 1,515,890,835 899,371,643

未収入金 12,759,177 13,692,263

流動資産合計 1,584,622,612 924,238,430

資産合計 1,584,622,612 924,238,430

負債の部 

流動負債 

未払収益分配金 12,731,223 8,531,449

未払解約金 37,152,593 5,059,416

未払受託者報酬 509,193 308,411

未払委託者報酬 14,257,314 8,635,394

未払利息 84 23

その他未払費用 40,676 24,613

流動負債合計 64,691,083 22,559,306

負債合計 64,691,083 22,559,306

純資産の部 

元本等 

元本 1,273,122,312 853,144,996

剰余金 

期末剰余金又は期末欠損金（△） 246,809,217 48,534,128

（分配準備積立金） 210,383,380 131,412,405

元本等合計 1,519,931,529 901,679,124

純資産合計 1,519,931,529 901,679,124

負債純資産合計 1,584,622,612 924,238,430
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２.損益及び剰余金計算書 
（単位：円）

 
第 3 期 

自 2016 年 10 月 26 日 

至 2017 年 10 月 25 日 

第 4 期 

自 2017 年 10 月 26 日 

至 2018 年 10 月 25 日 

営業収益 

受取利息 542 47

有価証券売買等損益 630,741,704 △67,406,152

営業収益合計 630,742,246 △67,406,105

営業費用 

支払利息 13,836 6,138

受託者報酬 1,163,012 683,866

委託者報酬 32,564,103 19,147,948

その他費用 92,923 54,592

営業費用合計 33,833,874 19,892,544

営業利益又は営業損失（△） 596,908,372 △87,298,649

経常利益又は経常損失（△） 596,908,372 △87,298,649

当期純利益又は当期純損失（△） 596,908,372 △87,298,649

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又

は一部解約に伴う当期純損失金額の分配額

（△） 
214,578,753 21,296,727

期首剰余金又は期首欠損金（△） △289,968,884 246,809,217

剰余金増加額又は欠損金減少額 167,180,235 1,759,323

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠

損金減少額 
167,180,235 -

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠

損金減少額 
- 1,759,323

剰余金減少額又は欠損金増加額 530 82,907,587

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠

損金増加額 
- 82,907,587

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠

損金増加額 
530 -

分配金 12,731,223 8,531,449

期末剰余金又は期末欠損金（△） 246,809,217 48,534,128

 


